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本事業の背景
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「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」（令和４年10 月28 日閣議決定）（抄）

第１章 経済の現状認識と経済対策の基本的考え方
（構造的な賃上げ）
目下の物価上昇に対する最大の処方箋は、物価上昇を十分にカバーする継続的な賃上げを実現することで
ある。特に労働者の約７割を占める中小企業に賃上げの流れを波及させていくことが不可欠であり、厳しい状況
にあっても賃上げに踏み出す中小企業への支援策を強化するとともに、価格転嫁を強力に推進していく。そして、
賃上げの流れを継続・拡大していくため、賃上げが高いスキルの人材を惹きつけ、企業の生産性を向上させ、
それが更なる賃上げを生むという「構造的な賃上げ」を実現する。物価高が進み、賃上げが喫緊の課題となっ
ている今こそ、賃上げ、労働移動の円滑化、人への投資という３つの課題の一体的改革を進めていく。

第２章 経済再生に向けた具体的施策
Ⅲ 「新しい資本主義」の加速

１．「人への投資」の抜本強化と成長分野への労働移動： 構造的賃上げに向けた一体改革
デジタル分野等の新たなスキルの獲得と成長分野への円滑な労働移動を同時に進める観点から、３年間に

4,000億円規模で実施している「人への投資」の施策パッケージを５年間で１兆円へ拡充する。
具体的には、「企業間・産業間の労働移動の円滑化」に重点を置いて、訓練後に非正規雇用を正規雇用に

転換する企業や、賃上げを伴う転職・労働移動の実現に向け、より高い賃金で新たに人を雇い入れる企業への
支援の拡充を行う。また、在職者のキャリアアップのための転職支援として、民間専門家に相談して、リスキリン
グ・転職までを一気通貫で支援する制度を新設する。さらに、地域金融機関等による地域企業への人材マッチ
ング等に取り組むほか、副業を受け入れる企業への支援を新設する。



（参考）リスキリング及び転職意向の国際比較
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（注） 対象地域は、中国、韓国、台湾、香港、日本、タイ、フィリピン、インドネシア、マレーシア、シンガポール、ベトナム、インド、オーストラリア、ニュージーランド（各国1,000サンプル）。
調査対象は、20～69歳男女で、就業しており、対象国に３年以上在住している者。
なお、日本は、別途実施した「働く1万人の就業・成長定点調査2019」から東京、大阪、愛知のデータを抽出して利用。

（出所）パーソル総合研究所「APAC就業実態・成長意識調査（2019年）」を基に経済産業省が作成。
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⚫ 日本は他国と比べて、学び直しを行っていない人の割合が高い。

⚫ また、他国と比べて、転職意向を持つ人の割合は低い。



（参考）賃金上昇につながる転職の国際比較
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（注） 2014年に求職活動を行った者に対するアンケート調査。日本701人、米国750人、ドイツ726人、英国780人、フランス718人、中国2,386人が回答。

（出所）リクルートワークス研究所・BCG「求職トレンド調査2015」を基に経済産業省が作成。

⚫ 日本は他国と比べて、転職後に賃金が上昇する割合が低い。



（参考）転職に向けた準備の内容
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⚫ 転職に向けて学び直しや訓練を行う人の割合はわずかであり、特に何もしない人が大半。
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職業能力を向上させるため公共の施設を利用した

資格、知識等を取得するため学校等に通った

資格、知識等を取得するため通信教育等で勉強した

就職ガイダンスや適性・適職診断等を受けた

今の会社で役立つ資格・免許を取得した

キャリアコンサルティングを受けた

産業・職業に関する情報等の収集をした

（出所）厚生労働省「令和２年転職者実態調査」を基に経済産業省が作成。

転職準備活動の内容



【令和４年度補正予算額：753億円】本事業の概要・狙い
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⚫ 本事業では、補助事業者を通じて、在職者のキャリア相談、リスキリング、転職までを一体的に
支援することで、企業間・産業間の労働移動の円滑化とリスキリングを一体的に促進。

• 補助事業は、以下の①～④の全てを含む事業とする

補助対象となる事業

①キャリア相談対応 ④フォローアップ③転職支援②リスキリング提供

キャリア相談対応等を踏まえ、
リスキリング講座を提供

キャリア相談、リスキリング講座
の受講等を踏まえて、転職に
向けた伴走支援や職業紹介を
実施

支援を受けた個人の転職後の
フォローアップとして、
転職後１年間の転職先での
継続的な就業や転職に伴う賃
金上昇の確認等を実施

自らのキャリアについて相談し、
これまでのキャリアの棚卸し、本
支援を通じて目指すキャリア
ゴールの設定、スキルの棚卸し、
リスキリング講座の検討等につ
いての相談支援を実施

在職者

転職



本事業の執行スキーム
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⚫ 本事業では、個人に対するサービスを提供する事業者に対して補助金を交付することにより、リス
キリングを通じて転職を行いたい個人に対する支援を実施。

事務局
（株）野村総合研究所

補助事業者

業務委託

支払い

金額確定・報告 申請、交付申請、計
画変更申請、概算払
申請、事業終了報告、

支払請求等
採択先案
協議

補助
（基金造成）

経
済
産
業
省

交付決定、事業者の
執行状況確認、確定

検査等

第三者委員会

申請書類
審査依頼

審査結果

基金設置法人
一般社団法人

環境パートナーシップ会議

事業状況報告



本事業のスケジュール
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⚫ ５月に１次公募を行い、第三者委員会による審査の上で５１件の事業を採択。現在、７月
までを締切として、２次公募を実施中。

⚫ 補助事業者による個人への支援期間は、交付決定後から令和７年3月末までとし、令和８年3
月末までの１年間は、支援した個人へのフォローアップのみを行う期間として設定。

採択決定
交付決定

令和７年３月末

公募開始
個人への支援

終了 事業完了

令和８年３月末

個人への支援期間 フォローアップ期間（1年間）１次公募

令和５年６月令和５年３月

２次公募等

令和５年６月２０日更新
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本事業の効果検証

⚫ 本事業を通じて支援を受ける個人について、以下の情報を収集することで、キャリア相談及びリス
キリングを通じた転職が、収入の増加等のキャリアアップにつながるかを検証する予定。

＜転職前後の変化＞

支援を受けた個人から収集する情報

＜属性情報＞ ＜支援内容＞

• 年齢
• 性別
• 最終学歴
• 家族構成
• 保有資格、保有スキル

• リスキリング講座の受講結果
• 受講したリスキリング講座の内容
• リスキリング講座の受講時間
• 面談回数
• 支援を実施した日付

• 転職のきっかけ・動機
• 転職結果
• 雇用形態
• 業種・職種
• 勤務地域
• 勤務企業の規模
• 給与
• 労働時間



10

参考資料



（参考）現在の転職者層
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年齢別

（出所）総務省「2022年労働力調査」を基に経済産業省が作成。

正規の職員・従

業員, 141 万人

パート・アルバイト, 

104 万人

派遣社員, 22 万人

契約社員・嘱託, 21 万人

自営業主, 6 万人 その他, 4 万人 役員, 2 万人
家族従業者, 1 万人

雇用区分別

職種別 転職理由別

15～24歳, 

50 万人

25～34歳, 

75 万人

35～44歳, 

56 万人

45～54歳, 

54 万人

55～64歳, 

45 万人

65歳以上, 21 万人

より良い条件の仕

事を探す, 104 

万人

その他, 78 万人
定年又は雇用契約

の満了, 44 万人

家事・通学・健康上の

理由, 26 万人

事業不振や先行

き不安, 19 万人

会社倒産・事業所

閉鎖, 13 万人

人員整理・勧奨

退職, 9 万人

結婚・出産・育児, 

7 万人 介護・看護, 

3 万人

事務従事者, 62 

万人

サービス職業従

事者, 56 万

人

専門的・技術的職

業従事者, 51 万人

販売従事者, 

42 万人

生産工程従事者, 

36 万人

運搬・清掃・包装等従事

者, 23 万人

輸送・機械運転従事者, 10 万人

建設・採掘従事者, 9 万人
保安職業従事者, 4 万人 農林漁業従事者, 4 万人

分類不能の職業, 4 万人
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（参考）転職の動機と転職前後の収入変化の分布の関係

（注） 直近３年以内の転職者に対する調査。転職による収入変化の度合いごとに、複数回答で転職理由を質問したもの。
（出所）一般社団法人人材サービス産業協議会「ジョブチェンジ転職/採用実態調査」（2023年3月公表）を基に経済産業省が作成。
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「給与水準を上げたい」 「キャリアの幅を広げたい」

「働き方（休日等）を変えたい」 「職場の人間関係を変えたい」



（参考）キャリアアップにつながるリスキリングのイメージ
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リスキリング内容 転職先の業種・職種等

データベーススペシャリスト ITコンサルティング
（正規、マネージャー～シニアコンサルタント職）オラクルマスター（ゴールド）

証券外務員一種 証券（正規、営業）

簿記検定2級 銀行（正規、経理職）

基本情報技術者試験 IT（正規、開発）

フィナンシャルプランナー（2級） 保険（正規、営業）

建設業経理士2級 建設業（正規、経理）

ディープラーニングG検定 創業期ITベンチャー（正規、事務職）

ITパスポート ITベンチャー（正規、商品企画）

MOSエキスパート 製造業（正規、一般事務・営業）

日商PC検定3級 製造業（正規、一般事務）

フォークリフト運転技能講習 物流（正規）

PCスキル基礎＋ビジネスマナー 製造業（非正規、製造事務）

（出所）人材紹介会社等からのヒアリングを基に経済産業省が作成。


